
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE WASEDA ACADEMY CO.,LTD.

最終更新日：2016年7月8日
株式会社早稲田アカデミー

代表取締役社長 古田 信也

問合せ先：専務取締役管理本部長 河野 陽子

証券コード：4718

http://www.waseda-ac.co.jp/ir/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

 当社は、時代のニーズと経営環境の変化に迅速に対応することができ、かつ健全で効率的な経営組織を構築して企業価値を向上させること
を、コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方としております。 
 この考えに基づき、内部牽制及び監督機能の充実、リスクマネジメントの強化、コンプライアンスが機能する企業倫理の確立、正確かつ迅速な
ディスクロージャーに努め、企業統治が有効に機能する体制作りを図り、ステークホルダーに対する経営責任と、教育産業としての社会貢献を果
たしてまいります。  

【補充原則１－２－４ 議決権の電子行使を可能とするための環境作りや招集通知の英訳】 
現状、当社における外国人株主比率は1％にも満たず、また機関投資家比率も相対的に低いため、議決権電子行使プラットフォームの利用や招
集通知の英訳は行っておりません。今後につきましては、外国人株主比率の推移等を踏まえ、検討してまいります。 
 
【補充原則３－１－２ 英語での情報の開示・提供】 
前記記載のとおり、現状、当社における外国人株主比率は１％にも満たないため、英語での情報開示・提供は業務効率や費用等も勘案し、実施
しておりません。今後につきましては、外国人株主比率の推移等を踏まえ、検討してまいります。 
 
【補充原則４－２－１ 中長期的な業績と連動する経営陣の報酬制度】 
現在当社は、中長期的な業績と連動する報酬や、自社株報酬を導入しておりませんが、持続的な成長に向けたインセンティブとして機能する新た
な報酬制度につきましては、検討中であります。 
 
【原則４－８ 独立社外取締役の有効な活用】 
当社は現在１名の独立社外取締役を選任しておりますが、他の上場企業との兼務はなく、企業経営についての豊富な経験・見識と社外者として
の客観的な視点から、実効性の高い監督をしていただいております。また、社外監査役３名を含む監査役との情報交換及び連携により、経営の
監視・監督は十分機能しているものと考えております。なお、独立社外取締役の増員につきましては、必要に応じて検討しております。 
 
【補充原則４－11－３ 取締役会全体の実効性についての分析・評価】 
取締役会の実効性については、適宜、社外取締役及び監査役から意見を聴取するなどして改善に取り組んでおりますが、定期的な分析・評価に
つきましては、今後取り組むべき課題と考えており、具体的な分析・評価の方法及び結果の概要の開示方法について検討してまいります。 

【原則１－４ いわゆる政策保有株式】 
＜政策保有に関する方針＞ 
資本提携・業務提携、取引先との関係維持・強化等、及び当社の企業価値向上や中長期的な経営に資すると認められる場合に、上場株式を保
有することがあります。また、主要な政策保有株式に関する中長期的な経済合理性及び将来見通しについては、株価動向、評価損益、配当状況
等を含め、総合的に検証いたします。 
 
＜政策保有株式に係る議決権の行使について、適切な対応を確保するための基準＞ 
各議案の内容を確認し、投資先企業の企業価値向上や株主共同の利益に資するかという観点から慎重に検討した上で、議決権を行使いたしま
す。 
 
【原則１－７ 関連当事者間の取引】 
当社役員及び役員の特別利害関係者との取引は極力行わないことを基本としておりますが、取引の必要性が生じた場合には、取締役会規程に
基づき取締役会の承認を得ることとしております。また、主要株主との取引につきましては、一般顧客との取引条件及び市場価格等を勘案し、公
正・妥当な条件で、職務権限規程等の社内規程で定める決裁手続きを経て、取引を開始することとしております。 
 
【原則３－１ 情報開示の充実】 
（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画 
経営理念・経営計画につきましては、当社ホームページに記載しております。 
・経営理念はこちら http://www.waseda-ac.co.jp/ir/about/policy.html をご覧ください。 
・経営計画はこちら http://www.waseda-ac.co.jp/ir/date/business-plan.html をご覧ください。 
 
（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針 
本コーポレート・ガバナンスに関する報告書「Ｉ １．基本的な考え方」に記載しております。  
 
（３）経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続 
業績動向を中心に、職務執行状況を勘案して、取締役に対する総合的な評価を行い、報酬を決定することとしております。報酬決定の手続きとい
たしましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、社内取締役の合議により原案を作成し、社外取締役の意見も聴取し、取締役会の
決議により決定しております。 
なお、上記（補充原則４－２－１）に記載のとおり、社内取締役に対するインセンティブとして機能する報酬については、検討中であります。 
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２．資本構成 

【大株主の状況】

 

（４）経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続 
社内取締役候補については、当社の経営を適切に遂行するために必要な知識と経験、業務実績を有し、リーダーシップ・人格面からも責務を全う
するに相応しい人物を指名することとしております。社外取締役候補については、独立した立場で、中立かつ客観的な見地から経営を監督し、有
用な助言や提言ができる社外者から、取締役会全体の知識・経験等のバランスも考慮した上で人選することとしております。取締役候補者の指
名につきましては、社内取締役の協議を踏まえて社長が原案を作成し、社外取締役の意見を聴取した上で、取締役会において決定しておりま
す。監査役候補につきましては、当社監査役としての責務を全うするために必要な知識・経験を有する人物、監査に必要な財務・会計に関する知
見を有する人物から選任することとしており、監査役候補者の指名につきましては、監査役会の同意を得た上で、取締役会で決定することとして
おります。 
 
（５）経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明 
取締役及び監査役につきましては、「株主総会招集ご通知」及び「有価証券報告書」に個人別の経歴を記載いたしております。加えて、社外役員
につきましては、「株主総会招集ご通知」「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」で個々の選任理由を記載しております。 
「株主総会招集ご通知」に関してはこちらからご覧ください。http://www.waseda-ac.co.jp/ir/date/notification.html 
「有価証券報告書」に関してはこちらからご覧ください。http://www.waseda-ac.co.jp/ir/date/report.html 
 
【補充原則４－１－１ 経営陣に対する委任の範囲】 
取締役会が判断・決定する事項は、法令・定款で定められている事項の他、経営上の重要事項としており、その範囲は取締役会規程及び職務権
限規程で定めております。経営陣に委任する範囲については、職務権限規程により決裁権限を明確にしております。 
 
【原則４－８ 独立社外取締役の有効な活用】 
本項目につきましては、上記「コーポレート・ガバナンスコードの各原則を実施しない理由」に記載をしております。 
 
【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】 
当社における独立性の判断基準は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員の独立性に関する判断基準に準じております。 
 
【補充原則４－11－１ 取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】 
取締役会は、十分な議論の上で迅速な意思決定を行うことができる規模とすることにしており、現在は５名で構成しております。取締役の選任に
あたっては、当社の経営を適切に遂行するために必要な知識・経験を備えた社内出身者と、企業経営の経験や、専門知識を有し、独立した立場
で、中立かつ客観的な見地から当社経営に有用な助言・提言のできる社外取締役とで構成することとしており、取締役会全体としての知識・経
験・能力等のバランスにも配慮し、選任することとしております。 
 
【補充原則４－11－２ 取締役・監査役の他の上場会社の役員との兼任状況】 
取締役・監査役の他の上場会社の兼任状況につきましては、「株主総会招集ご通知」及び「有価証券報告書」において毎年開示しております。な
お、現状の兼任状況につきましては、適切な状態であると判断しております。 
 
【補充原則４－11－３ 取締役会全体の実効性についての分析・評価】 
本項目につきましては、上記「コーポレート・ガバナンスコードの各原則を実施しない理由」に記載をしております。 
 
【補充原則４－14－２ 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】 
社外取締役・常勤監査役には、業界動向や会社理解の促進を図るため、随時、全管理職を集めて行う実務研修や会議等に出席いただいており
ます。また、取締役・監査役の職務執行に必要な知識の習得については、必要に応じ、外部セミナー等への参加を推奨しており、その費用につい
ては会社が負担することとしております。 
 
【原則５－１、補充原則５－１－２ 株主との建設的な対話に関する方針】 
（１）株主との対話全般について統括を行い、建設的な対話が実現するように目配りを行う経営陣または取締役の指定 
専務取締役管理本部長をIR担当役員に指定しております。 
 
（２）対話を補助する社内のＩＲ担当、経営企画、総務、財務、経理、法務部門等の有機的な連携のための方策 
総務部総務課が主管部署となり、必要に応じて経営企画室、経理部など管理部門各部署と連携をとり、対応しております。 
 
（３）個別面談以外の対話の手段の充実に関する取組み 
本決算時と第２四半期決算時の年２回、決算説明会を開催し、代表取締役社長が決算情報、業績予想、事業概況、今後の経営戦略等の説明を
しております。また、総務部総務課が主管部署となり、年間計画に基づき、個人投資家向け説明会やIRフェスタへの出展、IRホームページの充実
等に努めております。 
 
（４）株主の意見等に対する適切かつ効果的なフィードバックのための方策 
株主や投資家からの意見や質問については、専務取締役管理本部長を通じて業務執行取締役に伝達するとともに、必要に応じて取締役会及び
監査役会に報告し、情報共有を図るとともに経営の参考としております。 
 
（５）インサイダー情報の管理に関する方策 
インサイダー情報の管理全般につきましては、内部者取引管理規程で取扱を定めており、重要な内部情報については、当該規程に基づき、内部
情報管理責任者（専務取締役管理本部長）のもとで、総務部総務課が一元管理しております。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社ナガセ 1,491,300 17.89

英進館株式会社 855,100 10.25

須野田 珠美 764,300 9.16

福山産業株式会社 582,000 6.98

株式会社明光ネットワークジャパン 416,700 4.99
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補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

早稲田アカデミー従業員持株会 374,200 4.48

株式会社学研ホールディングス 263,200 3.15

中国開発株式会社 236,000 2.83

有限会社平井興産 201,900 2.42

教育開発出版株式会社 157,600 1.89

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

――― 

当社は親会社及び上場子会社を有しておりません。 
また、その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情はございません。 
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Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

【監査役関係】 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 6 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

川又 政治 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

川又 政治 ○ ―――

企業経営についての豊富な経験、幅広い見識
を有しておられ、それらを中立で客観的な見地
から当社の経営に反映していただくため、社外
取締役として選任しております。また、取引所
が定めている独立役員の独立性に関する判断
基準のいずれにも該当しておらず、一般株主と
の利益相反のおそれがないことから、独立役
員に選定いたしました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している
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監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

 

会社との関係(1) 

会社との関係(2)

 

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

 当社は会社法第326条第２項に基づき、監査役会及び会計監査人を設置しております。監査役会は、年４回会計監査人から四半期レビュー及 
び期末決算に関する監査結果の報告を受け、質疑応答を行うほか、会計監査に関し必要に応じて意見交換を行っております。 
 内部監査室は、内部監査終了後、監査役に対して内部監査調書を提出して、監査の結果報告及び意見交換を行っております。また、内部監査
室長は年度計画に基づき監査役会に出席をして、内部監査の状況について概況を報告するとともに、監査役との意見交換を行っております。ま
た、監査法人による実地監査への同行、内部統制担当部署との意見交換等により、会計監査人及び内部統制担当部署との連携強化と内部監査
の実効性向上に努めております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

山口 芳郎 他の会社の出身者 ○

小山 剛史 公認会計士 ○

原口 昌之 弁護士 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

山口 芳郎 ○ ―――

財務・経理部門担当取締役として、経理実務に
携わるとともに、企業経営者としての経験を有 
しておられ、その豊富な経験と幅広い見識か 
ら、当社監査役として適任であると判断したた 
めです。 
また、取引所が定めている独立役員の独立性 
に関する判断基準のいずれにも該当しておら 
ず、一般株主との利益相反のおそれがないこ 
とから、独立役員に選定いたしました。

小山 剛史 ○

小山公認会計士事務所所長、有限会社 
小山経営コンサルティング代表取締役を 
現任しておりますが、当該２社と当社との 
間には人的・資本的関係並びに取引関係
等の利害関係は一切ありません。

公認会計士という立場から企業監査の経験が
豊富であり、会計という専門分野に精通されて
いることから、当社監査役に適任であると判断
したためです。 
また、取引所が定めている独立役員の独立性 
に関する判断基準のいずれにも該当しておら 
ず、一般株主との利益相反のおそれがないこ 
とから、独立役員に選定いたしました。

弁護士・公認会計士としての専門的見地から、
企業法務並びに財務・会計に精通しておられ、
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【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

原口 昌之 ○

原口総合法律事務所代表、ＭＲＴ株式会
社社外監査役を現任しておりますが、当
該２社と当社との間には人的・資本的関
係並びに取引関係等の利害関係は一切
ありません。 

また、他の会社の社外監査役の経験から、監 
査に関する高い見識を有しておられることか 
ら、当社監査役として適任であると判断したた 
めです。 
また、取引所が定めている独立役員の独立性 
に関する判断基準のいずれにも該当しておら 
ず、一般株主との利益相反のおそれがないこ 
とから、独立役員に選定いたしました。

独立役員の人数 4 名

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

 現在当社は、中長期的な業績と連動する報酬や、自社株報酬を導入しておりませんが、持続的な成長に向けたインセンティブとして機能する新
たな報酬制度につきましては、検討中であります。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

 28年３月期の開示内容：平成28年３月期において当社の取締役及び監査役に支払った報酬の額は、取締役に対し、129,391千円（社外取締役 
を除く。賞与17,000千円（当事業年度に役員賞与引当金繰入額として費用処理した金額）含む。）、監査役に対し、7,200千円（社外監査役を除
く。）、社外役員（社外取締役１名、社外監査役３名。）に対し15,860千円であります。なお、当社は現在、役員退職慰労金制度を設定しておらず、
ストックオプションの発行及び使用人兼務取締役に対する使用人分給与の支払いもありません。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無 あり

 業績動向を中心に職務執行状況を勘案して、取締役に対する総合的な評価を行い、報酬を決定することとしております。報酬決定の手続きとい
たしましては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、社内取締役の合議により原案を作成し、社外取締役の意見も聴取し、取締役会の
決議により決定しております。 

 社外取締役に対するサポート体制といたしましては、主に経営企画室及び総務課が担当し、出席すべき重要会議や社内研修・その他社内行事
の日程連絡や資料送付を行っております。また、必要に応じて、経営会議・取締役会等の会議資料の内容説明や質疑への対応、取締役会審議 
事項の事前説明を行うほか、経営状況の適時把握のために有用な資料の提供等による情報の共有化を図っております。 
 社外監査役のサポートは、経営企画室が担当しております。監査役会のほか、株主総会・取締役会・経営会議といった重要会議、管理職研修・
業務連絡会など全管理職を集めて行う実務研修や会議など常勤監査役が出席する会議体等の開催日時の連絡や、資料収集及び提供などを行
うほか、取締役会の開催に際しては、必要に応じて事前説明を行っております。  

（１）現状の体制の概要 
 当社は取締役会、監査役会を設置しており、取締役会は５名（内、社外取締役１名。男性４名・女性１名。）、監査役会は４名（内、社外監査役３ 
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３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

名）で構成されております。 
   
 取締役会は、毎月１回の定例取締役会の他、必要に応じ臨時取締役会を開催し、全取締役及び監査役が出席して、法令で定められた事項及 
び経営に関する重要事項についての審議・決定を行うとともに、取締役の職務執行状況を監督しております。 
 取締役会の他、取締役・常勤監査役・校舎を統括するブロック長・本社部室長で構成する経営会議を毎月１回開催しております。経営会議にお
いては、経営状況の正確かつ迅速な把握と情報の共有化を図るとともに、経営上の重要事項、対処すべき課題等について討議・検討を行ってお
ります。また、予算管理につきましては、予算管理ブロック会を毎月１回開催し、事業計画の進捗状況・予実分析の確認を行い、その概要が経営
会議で報告されます。 
  
 監査全般は三様監査が適切に機能する体制をとっております。 
 内部監査につきましては、業務執行部署から独立した社長直属の内部監査室が担当し、経営方針や社内規程との適合性、経営の合理性・効
率性並びに法令遵守の観点から、各部署の監査を実施しております。内部監査室は、５名の監査スタッフで構成されており、訪問監査時には必
要に応じ補助人を指名して同行させることとしております。内部監査は、社長の承認を受けた年間監査計画に基づく総合監査、必要に応じて実施
する特命監査、各業務プロセスにおける内部統制が正しく実施されているかを評価する内部統制監査を実施しております。監査後は、社長及び
担当役員への結果報告の後、被監査部署に対して必要な改善勧告を行い、内部統制監査においてリスクの統制が不十分であると評価した場合
は、内部統制担当部署に結果報告をし、プロセスの是正または業務手順の徹底を要請することとしております。改善の進捗状況は、フォローアッ
プ監査によって確認をし、早期の改善に努めております。また、監査役に対しては、内部監査終了後、監査調書を提出して監査の結果報告及び
意見交換を行い、相互連携を図っております。また、監査法人による実地監査への同行、内部統制担当部署との意見交換等により、会計監査人
及び内部統制担当部署との連携強化と内部監査の実効性向上に努めております。 
  
 監査役監査につきましては、監査役会で決定される監査計画に基づき実施しております。取締役会への出席や、取締役との定期的な面談等に
より、取締役から業務執行に関する報告を受け、取締役の職務執行及び経営全般の監督を行っております。また、監査計画に基づき内部監査に
同行して各部署の状況を確認し、監査役会にて監査結果の報告と意見のとりまとめを行っております。更に、必要に応じて内部監査室や内部統
制構築担当へのヒアリングや意見交換を行い、また、会計監査人からは年４回、四半期レビュー及び期末決算に関する報告を受け、質疑応答を
行うことにより、三様監査が適切に行われる体制を整備しております。 
  
 会計監査につきましては、会計監査人として新日本有限責任監査法人を選任しており、当社の会計監査業務を執行する公認会計士は同監査 
法人に所属しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありません。 
 当期において業務執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。 
 ・業務を執行した公認会計士の氏名 
    指定有限責任社員 業務執行社員 
    飯畑 史朗 
    林 美岐 
 ・会計監査業務に係る補助者の構成 
   公認会計士 ７名 
   その他 13名 
 
 なお、社外取締役は、取締役会・経営会議等の重要会議や全社的な研修に参加し、経営状況を適時に把握するとともに、取締役の職務執行を
監督しております。また、他社における経営者としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、中立で客観的な見地から経営全般についての助言や 
提言を行い、取締役会における意思決定の適正性・妥当性の向上に努めております。 
 更に、必要に応じて監査役及び会計監査人と意見交換を行い、内部監査室・内部統制担当へのヒアリング等を実施することにより、監査役監
査・会計監査・内部監査並びに内部統制担当との連携を図っております。 
 
（２）監査役の機能強化に係る取組み状況について 
 当報告書「経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の【監査役関係】及び【社外 
取締役（社外監査役）のサポート体制】に記載しております。 
 
（３）責任限定契約の内容の概要 
 当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており
ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める限度額となっております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取
締役又は監査役が責任の原因となった職務の執行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

 社外取締役・社外監査役につきましては、当社及び当社取締役との間に、人的関係及び取引関係等の利害関係がない社外者から選任するこ 
とにより、独立した立場で客観的な見地から経営を監督し、若しくは経営に助言できる体制をとり、経営の透明性・客観性の強化を図っておりま 
す。 
 上記に加え、取締役会が、十分な議論の上で迅速な意思決定を行うことができる規模であり、取締役間の牽制が有効に機能しうる体制をとって
いること、監査役会の過半数を社外監査役で構成することとしており、取締役の職務執行の監督が十分に機能しうることから、現在の体制を採用
しております。 
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Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
第42回定時株主総会については、第一集中日の平成28年６月29日を避け、平成28年６月28
日に開催いたしました。

その他
定時株主総会招集ご通知を法定の発信期限前に発送しております。 
招集通知の発送日の３日前より、当社ホームページのほか、東京証券取引所ホームページに
も招集通知を掲載しております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

個人投資家向けに定期的説明会を開催

証券取引所等が主催する個人投資家向けIRイベントに継続的に出展するとと 
もに、当該イベント期間中に、会社概要・経営成績・事業戦略等をビジュアル 
化した資料を用いた会社説明会を開催しております。その他、証券会社等が 
主催する個人投資家向け説明会に参加し、代表取締役社長が会社概要・事 
業戦略等の説明を行っております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

本決算時と第２四半期決算時の年２回、決算説明会を開催しており、代表取 
締役社長が、決算情報や業績予測、事業概況、今後の経営戦略等の説明を 
行っております。また、決算説明会で使用した資料は一般投資家にもご覧い 
ただけるよう当社ホームページに掲載しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

URL http://www.waseda-ac.co.jp/ir/ 
会社概要、財務ハイライト、ＩＲ資料（決算短信、法定開示資料、有価証券報告 
書、四半期報告書、招集通知、決議通知、株主通信、ＩＲレポート、説明会資 
料、中期経営計画、ＩＲカレンダー、株式情報等を掲載しております。 
上記の他、当社を分かりやすく紹介している「個人投資家の皆様へ」コンテン 
ツを掲載するとともに、個人投資家向け説明会開催後には、説明会の動画を 
公開しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
総務部総務課が主管となりIR活動を実施しております。 
ＩＲ担当役員／専務取締役管理本部長 
ＩＲ事務連絡責任者／総務部総務課長

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

公正かつ適時・適切な情報開示に努めるとともに、当社グループをご理解いただく上で有用な 
情報を積極的に開示できる体制作りを目指しております。

その他 当社では、女性の取締役１名を選任しております。

8



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

１、内部統制システムに関する基本的な考え方及びその体制 
 当社は、当社取締役会において内部統制システムの基本方針を決議し、その概要は次のとおりであります。当社は、この基本方針に基づき、当
社及び当社子会社の業務の適正を確保していくとともに、より効果的な内部統制システムの整備・構築に向け、継続的に現状システムの見直し
及び改善に取り組んでまいります。 
(１)当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
 ・取締役及び使用人は、社会規範及び倫理を尊重するとともに、法令及び定款を遵守して職務を執行する。 
 ・取締役は、定期的に職務の執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務執行状況を相互に監視、監督する。取締役の職務の
執行状況は、監査基準及び監査計画に基づき監査役の監査を受けるものとする。 
 ・当社の内部監査室は、内部監査規程に基づき継続的に内部統制システムの整備・運用状況についての内部監査を行い、その結果を取締役
及び監査役に適宜報告する。 
 ・取締役及び使用人の職務の執行に係る法令遵守上疑義のある行為等について、内部通報制度を構築・運用し、不祥事の早期発見及び未然
防止に努める。 
 ・反社会的勢力の排除に関しては、その基本方針・排除体制・対応方法を「反社会的勢力排除対応マニュアル」に定め、反社会的勢力を排除す
るための体制を構築するとともに、不当要求を受けた場合には、組織全体で毅然とした態度で対応する。 
(２)当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制及び当社子会社の取締役等の職務の執行に係る当社への報告に関
する体制 
 ・取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び文書管理規程に基づき、文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保存及び管理を行う。
 ・取締役の職務の執行に係る情報の管理状況は監査役の監査を受けるものとする。 
 ・当社子会社の取締役等は、必要に応じ当社の取締役会に出席し、会社の状況を報告する。又、取締役等の職務の執行に係る当社への報告
に関し、当社の関係会社管理規程に基づき、報告体制を整備する。 
(３)当社及び当社子会社の損失の危機の管理に関する体制 
 ・取締役会は、当社又は当社子会社の経営に対するあらゆる損失の危機に対処すべく、予め想定されるリスクの把握を行い、危機発生時に必
要な対応方針と体制を整備し、損失を最小限度にとどめる。会社の経営リスクに対して、適切かつ継続的なリスク管理を行うとともに、常に適切に
運用されるよう継続的に改善を図る。 
 ・取締役は、担当職務の執行に必要な経営リスクの把握、分析及び評価を行い、取締役会等に提供する。部署長は、担当職務に内在するリス 
クを把握、分析及び評価し、適切な対策の実施並びにかかるリスクマネジメント状況の監督と見直しを行う。 
 ・不測の事態が発生した場合には、社長指揮下の対策本部を設置又は対応責任者を定め、迅速な対応による損失拡大の防止に努めるものと 
する。 
(４)当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
 ・各取締役の職務は、取締役会決議その他の社内規程に基づき決定する。 
 ・取締役会を少なくとも月1回開催する。取締役会で決議する重要事項は、経営の効率化に資するよう、経営会議等において事前に協議を行
い、取締役会で執行決定を行う。 
 ・取締役は、中期経営計画及び年度収支予算の達成に向けて職務を遂行する。又、各事業部門の業績と改善策は、取締役会において報告さ 
れ審議されるものとする。 
(５)当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
 ・当社及び当社子会社は、社会規範及び倫理を尊重し、法令及び定款を遵守する。当社と当社子会社間における取引は、法令、会計原則、税
法、社会規範に照らし適切に行う。 
 ・当社子会社は、当社との連携・情報共有を密に保ちつつ、自律的に内部統制システムを整備する。 
 ・当社は、関係会社管理規程を定め、当社子会社の経営管理を行う。 
 ・当社及び当社子会社の内部統制に関する監督部署を当社内部監査室とし、包括的に監査を実施することにより、当社及び当社子会社の業務
全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保する。 
 ・当社の監査役は、子会社の監査役と連携して当社子会社の業務執行状況を監査し、当社及び当社子会社の業務の適正を監視、監督する。
又、会計監査人及び内部監査室との緊密な連携等的確な体制を構築する。 
(６)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 
 ・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役の職務が適切に行われるよう、適時に対応するものとする。 
(７)前号の使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
 ・前号の使用人の指揮命令権は監査役が有し、その任命、異動、評価、懲戒については、監査役会の意見を尊重した上で行う。 
 ・前号の使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査に係る業務を優先して従事するものとする。 
(８)当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役、使用人及びこれらの者から通報を受けた者が当社の監査役に報告をするた
めの体制その他の監査役への報告に関する体制 
 ・当社の取締役は、職務の執行に関する法令違反、定款違反又は不正行為の事実、もしくは当社又は当社子会社に著しい損害を及ぼすおそ
れがある事実を発見したときには、直ちに当社の監査役に報告する。 
 ・当社子会社の取締役、監査役、使用人及びこれらの者から通報を受けた者が上記の事実を発見したときには、直ちに内部監査室を通じて当
社の監査役に報告する。 
 ・取締役は、担当職務の執行状況及び経営に必要な社内外の重要事項について取締役会等の重要会議において報告を行い、監査役は、当該
会議体に出席し、職務の遂行に関する報告を受けることができる。 
 ・当社の監査役は、必要に応じて取締役及び使用人等に対し報告を求めることができる。取締役及び使用人は、監査役から職務の執行に関す
る事項の説明を求められた場合には、迅速かつ的確に当該事項についての報告を行う。 
(９)監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 
・当社は、監査役への報告を行った者に対して、当該報告をしたことを理由として、いかなる不利益な取扱いをしてはならないものとする。 
(10)監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項 
・監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等を請求したときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債
務が当該監査役の職務の執行に必要でないことが明らかな場合を除き、所定の手続きにより当該費用又は債務を処理する。 
・監査役の職務の執行について生ずる費用等を弁済するため、毎年一定の予算を設ける。 
(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
 ・当社監査役の半数以上は社外監査役とし、監査の独立性、実効性を高めるとともに、対外透明性を担保する。 
 ・監査役は、取締役会に出席して必要に応じ意見を述べるほか、取締役等から職務執行状況を聴取し、当社の各部署及び当社子会社の職務
及び財産の状況調査を行い、又、監査上の重要課題等について取締役と意見交換を行う。監査役が重要な会議への出席を求めた場合、これを
尊重する。 
 ・監査役は、内部監査室、会計監査人、当社子会社の監査役との定期的な情報交換を行い、連携して当社及び当社子会社の監査の実効性を
確保するものとする。 
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２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

２．リスク管理体制の整備状況 
 当社は、企業体として継続的に存続・発展する責任を果たすと同時に、教育産業として未成年の子供たちをお預かりするという社会的責任を全
うするために、リスクマネジメントが重要な課題であると考えております。災害や事故等、事業目的の達成を阻害する様々な不確実な要因を管理
するとともに、起こりうるリスクを未然に防止し、問題の兆候を早期に発見・対処するため、リスク評価シートを作成し、リスクの影響度、重要度を
網羅的に評価する体制を構築しております。 
 また、代表取締役社長を委員長とする「情報セキュリティ委員会」を設置し、情報管理体制の強化と社内啓蒙に取り組んでおります。更に「個人
情報保護対策チーム」を設置し、継続的な社員教育を行うとともに、内部監査室と連携して、各部署における個人情報の管理状態をチェックし、必
要に応じて指導を行っております。 
 日常の事業運営上、起こりうる事件や事故に対しては対応マニュアルを策定するとともに、全管理職・専門職を集めて毎月実施する管理職研修
や業務連絡会等を利用し、リスク管理についての教育を継続的に実施しております。 
 その他、内部情報管理の適正性とインサイダー取引の防止を目的に、内部者取引管理規程を定め、内部情報の一元管理を図っております。

 当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係・取引・交渉をせず、また利用しないことを基本方針としております。
また、反社会的勢力から不当要求を受けた場合には、組織全体で毅然とした態度で臨み、反社会的勢力による被害の防止に努めます。 
 反社会的勢力排除に向けての整備状況としては、「反社会的勢力排除対応マニュアル」を制定し、上記基本方針を明示するとともに、排除体制
並びに対応方法を定めております。社内に不当要求防止責任者を配置し、所管警察署並びに関係団体と連絡を密にし情報収集に努め、また、公
知情報を基に独自のデータベースを持つ外部機関（企業危機管理のトータルサポート会社）を活用し、反社会的勢力の事前排除ができる体制作 
りを進めております。更に、社内研修等においてマニュアルで定めた内容等の周知徹底を図り、実効性をもって運用できるよう、社員教育に努め 
ております。
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Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

 

買収防衛策の導入の有無 あり

 当社は、平成21年５月29日開催の取締役会において、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上させることを目的とし、当社の財務及 
び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を決定するとともに、この基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び
事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、同日開催の取締役会決議により、「当社株式の大量買付行為に関
する対応策（買収防衛策）」を導入し、定時株主総会における株主の皆様のご承認に基づき、本買収防衛策を継続しており、現在の有効期間は
平成30年３月期に関する定時株主総会の終結の時までとなっております。 
 なお、本買収防衛策は経済産業省及び法務省が発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の
定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しており、詳細並び
に上記記載の基本方針への取組みにつきましては、当社ホームページ（http://www.waseda-ac.co.jp/ir/material/defence.html）に掲載のプレスリ
リース「当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の継続に関するお知らせ」をご参照ください。 

（適時開示体制の概要） 
１、適時開示に関する基本方針 
 当社は、金融商品取引法等の関係法令並びに東京証券取引所の定める適時開示規則を遵守し、迅速かつ正確な情報開示に努めるとともに、 
当社グループの理解に有用と思われる情報についても、公平かつ積極的な開示ができる体制作りを図っております。 
 
２、適時開示に係る社内体制 
・内部情報につきましては、「内部情報管理責任者（専務取締役管理本部長がその任にあたります。）」を設置して統括管理を行い、情報の開示 
は、取締役会若しくは代表取締役社長の承認を得て、内部情報管理責任者の指示により「情報提供担当者（専務取締役管理本部長、又は経理 
部長、総務部長がその任にあたります。）」を通じて行います。 
・決定事実、決算情報につきましては、取締役会による決議・承認の後、内部情報管理責任者の指示により遅滞なく開示いたします。 
・発生事実にかかる情報につきましては、各部署から内部情報管理責任者のもとに報告され、内部情報管理責任者はその内容を確認するととも 
に、代表取締役社長に報告して開示の必要性を検討し、情報開示が必要と認められた時は、取締役会若しくは代表取締役社長の承認を得て、遅
滞なく開示いたします。 
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コーポレート・ガバナンス体制（模式図） 

 

 

 

 

代表取締役 

運営本部 

運営部・教務部・大学受験部・ 

教育事業推進部・広告宣伝部・ 

各ブロック（校舎・教室） 

管理本部 

 

経理部・総務部・人事部 

取締役会  取締役 

経営会議 

監査役会  監査役

内部監査室 経営企画室 

会
計
監
査
人 

選任・解任

選任・解任

内
部
牽
制

会計
監査 

内部監査 

業務監査

会計監査
選任・解任

選任・解任

報告

株    主    総    会 
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適時開示体制の概要（模式図） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

運営本部 

取締役会

代表取締役社長 

内部情報管理責任者 
（専務取締役管理本部長）

協 議 

経営企画室 

・適時開示の検討 

・内部情報管理の指示 

・発生事実の確認 

適 時 開 示 

・重要事項の上程 

（決定事項・決算情報）

・発生事実の報告 

東京証券取引所 

幹事証券会社 

会 計 監 査 人  

顧 問 弁 護 士  

協 議 部 署  
 
経営企画室 

経 理 部 

総 務 部 

管理本部 

・情報内容の確認 

・情報管理の指示 

・重要事項の意思決定 

（決定事項・決算の承認） 

・重要事実の確認 

必要に応

じて相談 

発生事実の報告

報 告 部 署 

情報内容の確認 決定、発生事実

の報告 

関係会社 

経理部・総務部・人事部 運営部・教務部・大学受験部・教育事業推進部・

広告宣伝部・各ブロック（校舎・教室） 

報告・付議 承認
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